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危険負担・受領遅滞
―比較法的考察と新履行障害法の解釈―
石崎　泰雄
一、危険負担の原則および受領遅滞
二、共通参照枠草案（DCFR）における危険負担・受領遅滞　
　1　協力（Ⅲ．-1:104）
　（1）協力する義務
　（2）履行障害
　（3）履行を停止する権利
　（4）合理的に期待されうる限り求められる協力
　（5）協力すべき債務を履行しない場合の効果
　2　債権者の不履行（Ⅲ．-3:101（3））
　3　買主の債務（Ⅳ．A．-3:101）
　4　危険の移転
　（1）危険移転の効果（Ⅳ．A．-5:101）
　　（ａ）対価危険
　　（ｂ）給付危険
　　（ｃ）売主の作為または不作為
　（2）危険が移転する時期（Ⅳ．A．-5:102）
　　（ａ）物品または書類の受取り
　　（ｂ）物品の特定
　（3）消費者売買契約における危険の移転（Ⅳ．A．-5:103）
　　（ａ）消費者の処分に委ねられた物品
　　（ｂ）消費者売買契約における物品の運送と危険の移転
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　（4）買主の処分に委ねられた物品（Ⅳ．A．-5:201）
　　（ａ）売主の営業所で入手できる物品
　　（ｂ）売主の営業所以外の場所で得られるべき物品
　5　物品の運送（Ⅳ．A．-5:202）
　　（ａ）物品の運送と危険の移転
　　（ｂ）売主から独立した存在としての運送人
　6　運送中に売却された物品（Ⅳ．A．-5:203）
　　（ａ）運送中の物品の売買と危険の移転
　　（ｂ）例外
三、　 ウィーン国連売買条約（国際物品売買契約に関する国際連合条約：CISG）
における危険負担・受領遅滞
　1　買主の主たる義務（引渡受領義務：CISG:60）
　2　債権者の不履行（CISG:80）
　3　危険の移転
　（1）危険移転の効果（CISG:66）
　（2）運送を伴う売買契約における危険の移転（CISG:67）
　（3）その他の場合における危険の移転（CISG:69）
　（4）売主による重大な契約違反と危険移転の関係（CISG:70）
四、日本法における危険負担・受領遅滞
一、危険負担の原則および受領遅滞
　現行民法典では、第 3 編「債権」第 2 章「契約」第 2 款「契約の効力」に
おいて、「債権者の危険負担」として第 534 条の規定が置かれ、第 1 項では、
特定物に関する物権の設定または移転を目的とする双務契約において、目的物
が滅失・損傷した場合に債権者が危険を負担する（目的物の代金を支払わねば
ならないとする）いわゆる危険負担債権者主義の原則が採用されている。
　こうした法制の淵源は、ローマ法にあり、他の国内法にも、契約締結時から
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売主より買主に危険が移転するとする国内法もある（スイス債務法 185 条）。
また、所有権の移転とリンクさせる法もある（1979 年イギリス動産売買法 20
条 1 項、フランス民法 1138 条）1）。
　しかし、今日では、他の国内法制においても、目的物の買主への引渡しに危
険の移転を認めるものが多くなっており 2）（ドイツ民法 446 条、アメリカ統一
商事法典 2-509 条 3 項）、統一法秩序に見られるように比較法的には、引渡し
に危険の移転を認めることが原則として確立しているといえる。
　日本では、「平成 29 年　法律第 44 号　民法の一部を改正する法律」（以下、
改正法と略称する）において、民法 534 条およびそれと関連づけられた規定
である 535 条の規定が削除される。そして、危険負担債務者主義の原則を示
す 536 条の規定が修正を受けながらも存置された。ただその内容は、当事者
双方に帰責事由なく履行不能となった場合に、債務者は反対給付を受ける権利
を有しないとされていたものが、債権者が反対給付を拒むことができると、履
行拒絶権構成へと変容している。債務の履行不能の場合にその債務の自動消滅
（ドイツ民法ではこうした法制度を採用する 3））ではなく、債権者の解除権行使
を優先させようというものである。
　一方、受領遅滞の規定に関しては、民法 413 条において、債権者の受領拒
絶・受領不能の場合に、債権者が債務の提供時から遅滞の責任を負うとの規定
があったが、改正法では、その効果の内容が明示されている。改正法 413 条 1
項では、特定物の提供時から、債務者の保存義務が善管注意義務から自己の財
産に対するのと同一の注意義務へと軽減され、その 2 項では、増加費用を債権
者負担とする旨が規定される。そして、第 413 条の 2 第 2 項では、提供時以
後に当事者双方の責めに帰することができない事由によって履行不能となった
ときに、その履行不能が債権者の責めに帰すべき事由によるものとみなされる。
1）　Gillette & Walt, The UN Convention on Contracts for the International Sale of Goods 
: Theory and Practice （2nd ed.）, 2016, at 269.
2）　Ibid.
3）　R.Schwarze, Das Recht der Leistungsstörungen （2 Aufl.）, 2017, S.595.
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これにより、改正法 536 条 2 項の規定が適用され、債権者の責めに帰すべき
事由によって債務を履行することができなくなったときは、債権者は、反対給
付の履行を拒むことができない、ということになる。
　こうした原則は売買の規定では、さらに明確になる。改正法 567 条 1 項では、
売主が特定された目的物を引き渡した場合、引渡し以後に当事者双方の責めに
帰することができない事由によって目的物が滅失・損傷したときに、買主は、
履行の追完請求、代金減額請求、損害賠償の請求及び契約の解除をすることが
できないとされ、さらに、買主は代金の支払を拒むことができないとされてい
る。これは、引渡時危険移転の原則を採用するものである。また、2 項では、
売主が契約適合物を提供したにもかかわらず、買主のその受領拒絶・受領不能
の場合に、その提供時以後に当事者双方の責めに帰することができない事由に
よってその目的物が滅失・損傷したときに、1 項と同様の規律となる旨が規定
される。これは、受領遅滞危険移転の原則を表明するものである。
　以下において、こうした危険負担・受領遅滞の原理・原則の議論の到達点を
示していると思われる統一法秩序の理論構成とその適用の実態をみることにす
る。
二、共通参照枠草案（DCFR）における危険負担・受領遅滞
1　協力（Ⅲ．-1:104）
　日本法では、現行法・改正法においても、債権・債務関係の規律が、債権者
の権利の側面に偏ったものになっていることをかつて指摘した 4）。債権者と債
務者とは、特に契約債務の場合に、債権者も反対債務の債務者であり、両当事
者とも契約の目的実現に向かって、それぞれ互いに協力して主たる債務以外の
4）　石崎泰雄『新民法典成立への扉－法制審議会の議論から改正法案へ－』（信山社、
2016 年）263 頁。
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付随的債務を誠実に果たしていくことが、債権・債務関係の根幹を形成するも
のである。統一法秩序では、こうした点を踏まえ、債権者・債務者間には一般
的協力義務が認められている。以下、主として共通参照枠草案の公式コメンタ
ール 5）に依拠しつつその内容を確認したい。
（1）協力する債務
　債務者が債務を負う場合に、債務者と債権者とは、協力が債務者の債務の履
行のために合理的に期待されうるときに、互いに相手方に協力すべき付随的な
債務を有する。これは信義誠実の原則の特別の適用と考えられている。
設例 1）
　ハンブルクにいるＳは、ロンドンにいるＢにハンブルク本船渡しで一定の価
格で商品を売ることに合意する。Ｂは商品を運ぶ船を指定しない。そのような
懈怠は、売買契約のもとでのＢの債務の不履行を構成し、Ｓ自身が商品を船積
みする債務を履行しその代金を取得することを妨げることによって本条に違反
する。Ｓは契約関係を解消し損害を回復することができる。
設例 2）
　ＢはＯのためにオフィスビルを建てる契約をする。Ｏがその建築許可の申請
を怠った結果として、Ｂは建設作業を始めることができない。これにより、Ｂ
との契約がＯに許可を申請する明示の債務を課すものであろうとなかろうと、
Ｏは本条の要件に違反する。Ｏは建設をしなかったＢに対する法的救済手段を
有しないし、協力すべき債務の不履行を理由にＢに対して責任を負う。
5）　von Bar & Clive,Principles,definitions and model rules of European private law : 
draft common frame of reference, vol. 2, 2009. なお、この翻訳、窪田充見ほか監訳
『ヨーロッパ私法の原則・定義・モデル準則－共通参照枠草案（ＤＣＦＲ）－』（法
律文化社、2013 年）も参照。なお、条文は、Ⅲ．-1:104 といった形で引用する。
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設例 3）
　Ａ国にいる下請負人Ｓは、Ｓの請負人Ｃに対する契約上の債務を履行するた
めに、Ｙ国でのダムの建設を手助けするため、Ａ国から人員を送ろうとしてい
る。Ｃは、Ｙ国政府が、Ａ国内でテロの告発を受けて拘留されているＹ国市民
を解放するようＡ国政府に圧力を行使するためにＹ国内で見つかるＡ国のいか
なる市民も人質として勾留するつもりであるということを知っている。ＣはＳ
に人員をＹに派遣することに伴うリスクを通知する必要がある。
　協力すべき債務は、主たる債務が依拠する許可や同意を取得する関係で重要
となることが多い。また、当該事項に関する明示・黙示の条項がない場合には、
この協力すべき債務が重要となる。
（2）履行障害
　協力すべき債務の不履行は、主たる債務の履行の障害という形態をとること
がある。履行障害は、契約または法律（たとえば引渡しを受け取るべき買主の
債務）によって一方当事者に課される特定の債務の不履行、若しくは相手方に
より履行を妨げ侵害される結果となる何らかのその他の行為から生ずる。たと
えば、履行を受領することを一方当事者が拒絶することは、相手方が履行を受
領することに利益を有するところの協力すべき債務の違反を構成する。
設例 4）
　Ｓは、Ｂの土地に入ることを要する何らかの行為をする契約をする。Ｓは契
約上の債務を履行することに明らかな利益を有する。しかしながら、Ｂは履行
を受け入れることを拒否しＳが入ることを拒絶する。これはＢの協力すべき債
務の不履行を構成する。
（3）履行を停止する権利
　一方当事者は、相手方が履行するまで、自身の債務の履行を一定の状態で停
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止することができる。これは協力すべき債務の履行を停止する権利を含む。
（4）合理的に期待されうる限り求められる協力
　主たる債務を履行できるよう協力すべき絶対的な債務は、行き過ぎると、た
とえば契約上の債務の割当に干渉することにもなりかねない。こうした理由で、
協力すべき債務は、これが債務者の債務の履行にとって合理的に期待される場
合およびその範囲でのみ存する。たとえば、相手方がまず履行に着手するまで
は協力は合理的には期待できないというケースがある。
設例 5）
　事実関係は、設例 1）と同様である。ただし、Ｓは 7 月または 8 月のいかな
る時期であれ出船する権利が認められている。Ｂは、Ｓが商品を船積みするつ
もりである時期をＳから通知されるまでは、船舶を指定する債務のもとにはな
い。
（5）協力すべき債務を履行しない場合の効果
　協力すべき債務の履行をしないと、他の契約上の債務を履行しないのと同様
の効果が生じ、契約上の債務の不履行に対して規定される多様な法的救済手段
を生じさせる。こうした法的救済手段の中には特定履行も含まれる。そこでた
とえば、もしＸがＹとの間での契約のもとに債務を履行するためにＹの土地に
入る必要があり、Ｙが十分な理由なしに拒絶すると、ＸはＹに対して土地に入
ることを強制する裁判所命令を得ることができる。しかしながら、協力すべき
債務との関連で特に重要となる特定履行の救済には一般的な制限があり、たと
えば一身専属的な役務や仕事を受領することは強制されない。
2　債権者の不履行（Ⅲ．-3:101（3））
　不履行が債権者の作為又は不作為によって生じさせられた場合には、債権者
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は自らが不履行を引き起こした範囲で、救済手段を行使することができない。
たとえば、債務者が、自身は契約時には持ってはいないが、第三者から取得す
る予定の珍しい切手を債権者に引き渡す契約をする。しかし債権者が、債務者
の意図を知りながら、その後直接当該第三者から切手を購入して債務の履行を
不能とした場合 6）や、債務者がその債務を履行するために債権者の建物の敷地
に立ち入るのを拒否するような場合や、債権者が相手方に情報を提供する義務
があるときにその情報が誤っているか不完全であって、契約が不完全に履行さ
れる場合である。
設例 3）
　Ａは、Ｂによって建設されるトリポリ地区の学校の設計をする契約をする。
そして、その正確な場所に関してＢからの指示を待っているところである。Ｂ
は、スタッフ間の意見の相違により指定された期限内に指示を与えることがで
きず、そのことでＡが学校を設計することが妨げられる。Ａの側の不履行は、
Ｂにいかなる救済手段を行使することも認めないが、ＡはＢに対する救済手段
を持つ。
設例 4）
　事実は、設例 3）とほぼ同様であり、異なるのは、Ｂの指示の懈怠が、Ｂの
当該スタッフがリビアへの途上で航空機事故に遭ったことによるものである。
ＢはＡに指示を出さなかったことに責任はないが、Ａの側の不履行はＢの側に
いかなる救済も与えない。
　損害が、不履行債務者、およびその行為が一部違反を惹起した債権者の双方
により生じたとき、債権者は救済を完全に得られるわけではない。債権者の不
履行への寄与度が、その不履行を惹起した範囲で救済に影響する。
6）　I. Bach, Leistungshindernisse, 2017, S.561.
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設例 5）
　Ａは、Ｂのガラス製品をコペンハーゲンからパリへと運ぶことに合意するが、
その箱を乱暴に取り扱う。このことで壊れやすいガラス製品のいくつかが壊れ
たであろうが、厚いガラスの重いものは壊れなかったであろう。しかしながら、
Ｂはいずれのガラス製品をも適切には包装せず、すべての製品が壊れた。Ｂは
運送料の支払いを拒絶でき、壊れやすいガラス製品の損害の回復はできるが、
重いほうのガラス製品に関する損害は回復できない。
　「原因となった」という文言は、債権者に過失があるということを要求しな
い。たとえ債権者が履行をするのに必要なことを不可避的に妨げられようと、
債権者はなお不履行の救済手段を行使することができない。
設例 6）
　Ａは、ＢとＡの家の部屋の何室かにペンキを塗る契約をした。仕事の開始当
日、Ａは不可避的かつ予期せずにどこかに勾留され、誰とも接触することがで
きず、そのため家を開けＢの立ち入りを可能とする手はずを整えることができ
ない。Ａは不履行に対してＢから損害の回復をすることはできない。
　なお、Ａの協力をする債務の不履行は、Ａの支配を越えた障害によるもので
あるから、ＢもＡから損害の回復請求はできない（Ⅲ．-3:104）。
3　買主の債務（Ⅳ．A．-3:101）
　買主の主たる債務は、（ａ）代金を支払うこと（ｂ）物品の引渡しを受領す
ること（ｃ）契約により必要とされる場合には、物品を表章する書類又は物品
に関係する書類を受け取ることである。特に、引渡しの受領に関しては、その
内容として（ａ）売主による引渡しの債務の履行を可能とするために合理的に
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期待することのできるすべての行為を行うこと（ｂ）物品を受け取ること、又
は契約に従い物品を表章する書類を受け取ること、により引渡しを受領する債
務を履行しなければならない（Ⅳ．A．-3:104）。
　この引渡しを受領すべき買主の債務は、原則として売主が強制執行をするこ
とができる債務として枠づけられている。しかし、売主が買主に目的物の引渡
しの受領を要求できない場合がある。一つは、売主が単に買主の敷地に目的物
を置くことが求められる場合であり、あるいは売主が目的物を第三者に引き渡
さねばならない場合である。
設例 1）
　地方の牛乳販売店のＭは、近所の顧客に新鮮な牛乳の無料配達を提供する。
牛乳は瓶詰で配達され、それは買主の敷地、玄関の前に置かれる。牛乳販売店
は、物品をドアマットにおくことにより物品を引き渡す債務を履行しており、
買主にはそれに対応して実際に物品を引き取るといった債務はない。
　買主は、売主が引渡しをすることを可能とするために合理的に期待されるよ
うな行為をすることにより売主に協力することを義務づけられる。これは、売
主が物品を送付する正確な場所を指示したり、担当者に物品を受領する準備を
させるといったことを含む。さらに買主は、民事紛争、出入国管理、伝染病の
コントロールなどの際に協力義務を負う。そのようなケースでは、買主は、売
主に物品を移転するのに必要な手続きを通知しなければならない。
設例 2）
　採石業者である売主が、建設業者である買主に一定量の大理石タイルをその
建設現場で引渡すということに合意する。本ケースでは、売主は一方的行為に
より物品を引渡すものであり、買主の受領を必要としないものである。しかし
ながら、買主は、その場所と時間を知らせることによって、売主の引渡しを可
能とするよう協力しなければならない。
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　買主が、物品または書類を受領しない場合には、売主は、債務の不履行を理
由とする通常の法的救済手段を行使できる。特に消費者契約では、買主の処分
に委ねられた物品の規定（Ⅳ．A．-5:201）に従い、危険が買主に移転する。物
品が遅滞の期間に滅失・損傷した場合には、買主はなお全額を支払わねばなら
ないことになる。
4　危険の移転
（1）危険移転の効果（Ⅳ．A．-5:101）
（ａ）対価危険
　買主は、危険が移転した後に物品が滅失・損傷した場合にその代金全額を支
払わねばならない。これが対価危険といわれる問題である。つまり、基本原則
は、ひとたび危険が移転した場合は、買主は偶然の滅失・損傷の危険を負わね
ばならないということである 7）。
設例 1）
　Ａは、店主であるＢから陶磁器を購入する。Ｂは陶磁器をＡに手渡し、両当
事者はＡが翌日その代金を支払うということで合意する。その夜、陶磁器は地
震のため壊れる。危険は、陶磁器がＡに引き渡された時に移転しているので、
Ａは代金を支払わねばならない。
（ｂ）給付危険
　他方、履行障害の場合、すなわち物品が滅失・損傷した場合に、売主はなお
物品を買主に給付しなければならないかどうかという問題がある。これが給付
7）　Sagaert/Storme/Terryn, The Draft Common Frame of Reference : national and com-
parative perspectives, 2012, at 467.
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危険といわれる問題である。危険が移転していない場合、売主は、免責される
か、他の物品を引き渡さねばならない。
設例 2）
　卸売業者のＡは、その所有する特定の倉庫に保管され、既に生産停止となっ
ている旧型のＴＶを小売店主Ｂに大量に売却するが、Ｂはそれを低価格で転売
するつもりであった。しかし、それらＴＶは、近隣からの火災で倉庫が全焼し
たことにより滅失する。Ａは、ＴＶの引渡しおよび損害賠償責任を免れる。
設例 3）
　事実関係は、設例 3）とほぼ同様であるが、たとえば売主の従業員が火のつ
いたタバコを落として火災が生じたような場合で、売主が火事に責任があると
きには損害賠償責任を免れない。
（ｃ）売主の作為または不作為
　売主が、物品の滅失・損傷を生じさせた場合は、買主は、その滅失・損傷に
関して売主に対する権利を奪われない。
設例 4）
　事実関係は、設例 1）と同様である。契約締結後、Ｂはその陶磁器をＡの営
業所に運送することに合意する。Ｂは物品を運送するために独立した運送人を
使用する。運送中陶磁器は完全に破壊される。その原因はＢが不完全な方法で
包装したからである。危険は、物品が運送人に交付された時に移転する（Ⅳ．A．
-5:202）が、Ａは代金を支払う必要はない。というのは、損害はＢの行為によ
って生じたからである。
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（2）危険が移転する時期（Ⅳ．A．-5:102）
（ａ）物品または書類の受取り
　一般的に物品の滅失・損傷の危険は、買主が物品またはそれを表章する書類
を受け取った時に売主から買主に移転する。この受領ルールは、物品の滅失・
損傷から物品を保護する最善の地位にいる者は、それを物理的に支配する当事
者であるということから正当化される。
　不適合品給付と危険移転のルールとの関係では、不適合が、危険の買主移転
時より前に存すれば、売主の責任は買主に移転しない。つまり、不適合のルー
ルが危険の規定に優先する。
設例 1）
　店主Ａは、小売業者Ｂと 20 箱の陶磁器の売買契約をし、物品は独立した運
送人によりＡの店舗に運送するものとされた。Ａが商品を箱から取り出すと、
そのうち 5 箱で陶磁器が損傷していた。本ケースでは、損傷は物品が運送人に
引き渡される前に存在していた場合と運送中に生じた場合とがあり得る。
（ｂ）物品の特定
　物品は、物品の分離・製造・包装等によって特定されうる。物品が、滅失・
損傷の前に特定されているかどうかは証明の問題となることがある。
設例 2）
　Ａは、卸売業者のＢから 20 台のＴＶをＡの地方の小さなホテルの部屋に設
置するために購入する。両当事者は、3 月 25 日にＡが物品を引き取ることに
合意する。一般的に、危険はその日に移転する（Ⅳ．A．-5:201：買主の処分委
ねられた物品）。しかし、もしＢが倉庫の同じ型のＴＶからＡの注文品を分離
しないと、危険は移転しない。その場合、Ａは新しい物品の引渡しを請求でき
る。
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　売主が物品を適切な時期および場所で提供する（Ⅳ．A．-5:201：買主の処分
に委ねられた物品）と、受領遅滞の効果として危険は買主に移転する。
（3）消費者売買契約における危険の移転（Ⅳ．A．-5:103）
（ａ）消費者の処分に委ねられた物品
　一般的規定においては、買主が物品の引取りを遅滞すると、通常の場合、危
険は物品が受け取られるべきであった時から買主に移転する。しかし、消費者
売買契約においては、危険は、買主が物品を受け取る時までは移転しない 8）の
が原則である。ただし、その受領しないという不履行が、免責されない場合に
はその原則は適用されない。
設例 1）
　消費者であるＡは、自動車の販売人であるＳから自動車を購入する。両当事
者は、Ａが売主の営業所で目的物を受け取る日について合意する。Ａはその約
束を忘れ、合意された日に自動車を受け取らない。同日の夜、当該自動車は売
主の営業所から盗まれる。危険は買主にある。というのは、不履行が免責され
ないからである。
設例 2）
　事実関係は、設例 1）とほぼ同様である。約束の日に、Ａが自動車を受取り
に向かっていたところ、交通事故に遭い入院するはめとなる。自動車が盗難さ
れたときには、危険は売主にとどまる。というのはＡの不履行は免責されるか
らである。
（ｂ）消費者売買契約における物品の運送と危険の移転
　一般的規律では、物品が運送人に交付された時に危険が移転する（Ⅳ．A．
8）　Id.,at 469.
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-5:202）。しかし、消費者売買契約においては、消費者が物品を受取らなかっ
たときは、物品が滅失・損傷したという理由で、消費者は代金を支払う必要は
ない。この場合、売主は引渡しを遅滞しており、それに対するすべての法的救
済が利用できる。
設例 3）
　消費者Ａは、母国の国境をちょうど越えたところで冷蔵庫を購入する。売主
はＡの住居へ冷蔵庫の運送を担う合意をする。売主は、運送人に運送を依頼し、
運送中そのトラックが交通事故に遭い、Ａの冷蔵庫は使用できないほど損傷す
る。Ａはまだ物品を受け取っていないので、危険は移転しない。売主が定めら
れた時間通りに冷蔵庫を引き渡さないと売主は遅滞となる。
　このような結果は、売主が運送の手配をし、運送人を選択するのに最大限の
注意を払う契機となろう。また売主はそのような危険に対して保険を利用でき
るよりよき立場にある。
（4）買主の処分に委ねられた物品（Ⅳ．A．-5:201）
（ａ）売主の営業所で入手できる物品
　危険移転の原則では、危険は買主が物品を受け取った時に移転する（Ⅳ．A．
-5:102）。非消費者売買契約の例外として、危険は物品が買主に利用可能となり、
かつ買主が物品を受け取らなかったときに移転する。つまり、買主は、物品を
受け取る義務を負っているということがその出発点にある。
　売主が物品を売主の営業所で買主に提供し、買主の処分に委ねられた場合に、
買主がその引渡しを受領しないと、物品が受け取られるべきであった時から買
主に移転する 9）。これは、売主がその債務を果たそうと試みる場合に、物品の
偶然の滅失・損傷から売主を免れさせようという公平の原則に適うものである。
9）　Id., at 468.
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逆に、買主が受け取るべき債務を遵守しようという付随的な契機を与えるもの
でもある。
（ｂ）売主の営業所以外の場所で得られるべき物品
　売主が、売主の営業所以外で買主に物品を取得するようにさせねばならない
ときは、危険は引渡しをなすべき時に買主に移転する。もちろん、これは、売
主が物品を買主の処分に委ねなければならず、かつ、買主が、この履行の場所
と物品がそこで処分に委ねられるという事実を知っていなければならない。し
たがって、買主が物品を受け取らないことによって遅滞になっていることは必
要ではない。
設例 1）
　小売業者Ａは、物品をＢに売却する。両当事者は、物品がある日時、生産場
所であるＢの営業所に近い工場で直接Ｂの処分に委ねられるということに合意
する。ＡがＢに物品がその工場で処分に委ねられるということを知らせている
と、危険はその合意された日時に移転する。
　これは、物品が売主の営業所以外のいかなる場所においても買主の処分に委
ねられた時に危険が移転するための受け皿条項といえる。したがって、売主が
物品を買主に引き渡さねばならないケースと買主が他の場所（例えば倉庫や工
場）から物品を引き取らねばならないケースの両方を含む。
5　物品の運送（Ⅳ．A．-5:202）
（ａ）物品の運送と危険の移転
　売主から買主への物品の運送を伴う売買契約のもとでは、一般的に危険は売
主が物品を運送人に交付する時に移転するのであって、買主が終局的に物品を
受領する時ではない。両当事者が特定の場所で物品を交付することを合意して
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いない場合には、危険は最初の独立した運送人に物品が交付される時に移転す
る。一般的には、物品が運送人の支配領域に委ねられた時に運送のために交付
されたものとみなされる。
設例 1）
　ＡはＢに 10 台のコンピュータを売却する。両当事者は、ＡがＢの営業所へ
の物品の運送を手配することに合意する。Ａは物品を運送する独立した運送人
と契約をする。危険は物品が運送人に交付された時に移転する。
　売主が、特定の場所で物品を交付しなければならない場合（3 項）には、危
険は物品がその場所で運送人に交付される時に移転する。これは一般的には、
買主が運送を手配するよう予定されているケースだけである。そのとき、買主
は、たとえば、物品が運送人に交付される空港や港を指定する。その結果、売
主が物品を間違った場所で運送人に交付する場合には、危険は移転しない。
設例 2）
　事実関係は、設例 1）とほぼ同様である。両当事者は、売主が物品を運送人
である空港の国際物流会社に交付することに合意する。Ａは間違って物品を合
意された国際空港ではなく地方の空港の運送人に引き渡す。Ａは本条 3 項のも
とでの要件に遵っていないので、危険は移転しない。
　危険は、買主が物品を受け取る時に移転するというのが原則であるが、物品
が運送人に交付される時に移転するというのはその例外則である。これは、一
般的に危険は売主が物品を引き渡すのにできうるあらゆることをしたときに移
転するという考えに依拠するものである。また物品の運送は買主の利益のため
であるという前提に基づいてもいる。運送人を買主の「拡張」だと捉えるのは、
国際貿易においては慣行ともなっている。このルールは、「支配」の概念によ
っては正当化されない。なぜなら、運送人への引渡後、売主も買主も物品の物
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理的支配を得ていないからである。
（ｂ）売主から独立した存在としての運送人
　運送人は独立した運送人であって、売主が独立した運送人を用いないで運送
する場合は、危険は物品が買主に引き渡されるまで移転しない。
設例 3）
　Ａは、赤レンガの製造業者Ｚから建設資材を購入する。両当事者は、Ｚの従
業員の一人が資材を建設現場に持ってくることに合意する。本ケースでは、危
険は資材が建設現場で引き渡されるまで移転しない。
6　運送中に売却された物品（Ⅳ．A．-5:203）
（ａ）運送中の物品の売買と危険の移転
　運送中の物品の売買では、危険は原則として物品が最初の運送人に引き渡さ
れた時に移転する。したがって、運送中の物品の買主は、売買契約締結前の間
の危険を負担する。この根拠としては、最終買主が、通常保険を掛けることに
より全運送の危険を負担することがこの種の商事取引の慣行であるということ
と、この種の売買は商品に関する書類に基づくものであり、買主はそれにより
事前に調査することができることが挙げられる。
設例 1）
　ＡはＢから 100 バレルの綿布を購入する。ＢはＡに商品を送付する。商品
がまだ運送中の間にＡはその商品をＣに売却する。運送人に引き渡された時か
ら、Ｃが危険を負担する。
　共通参照枠草案（DCFR）のこのルールは、ウィーン国連売買条約（CISG）
68 条のルールを若干修正するものである。CISG では、原則として運送中の物
都法 58 巻 2 号（2018 年 1 月） 57
品の危険は契約の締結時から買主に移転することとされており、例外的に、状
況によっては、物品が運送人に交付された時から買主が危険を負担するとされ
ている。
（ｂ）例外
　例外として、運送中の物品の売主が、運送中に物品が滅失・損傷していたこ
とを知りまたは知るべきであった場合において、そのことを次の買主に知らせ
なかったときには適用されない。
設例 2）
　事実関係は、設例 1）とほぼ同様である。綿布が目的地の港に到着する時に、
Ｃは、運送中に綿布の一部が損傷したことに気づいた。通常この損失はＣによ
って負担されるが、Ｃは保険を利用できる。ＡがＣと契約を締結する時に、綿
布が損傷していることを知っているか知るべきであり、かつその情報をＣに提
供しなかった場合には、その損失はＡが負担する。
三、　ウィーン国連売買条約（国際物品売買契約に関する国
際連合条約：CISG）10）における危険負担・受領遅滞
　ここでは、商人間・事業者間の国際商事取引における紛争事例を CISG 裁判
例 11）においてみていく。
10）　United Nations Convention of Contracts for the International Sale of Goods, 1980.
11）　CISG の裁判例に関しては、〈www.unilex.Info/〉を参照。
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1　買主の主たる義務（引渡受領義務：CISG:60）
① 1998 年 2 月 12 日　仲裁裁定 12）
【事実】ロシアの売主とブルガリアの買主が、鉄製ロープの売買契約を締結し
た。買主は最初に送られてきた船荷を受け取った後、売主に引渡しを停止する
よう求めて何通かのファックスを送った。買主は引き渡された物品の代金のほ
んの一部しか支払わず、残額の支払いを拒絶した。売主は、交渉したが結果が
得られなかったので、代金の全額および利息を求めて訴えを提起した。買主は
反対訴訟を提起した。
【裁定】買主が引渡しの停止を求めた理由は、不履行責任を免れる 79 条の要
件を満たしていない。買主は、市況が不況であること、物品の保管の問題、支
払通貨の切り上げ、建設業の貿易量の減少を主張しているが、そのような事象
は、買主の取引リスクに属する事柄だとみなされ、免責に至る障害ではない。
買主が引渡しの停止を要請した後に引き渡された物品は、自己の所有物とはな
っていないとの主張に対しては、買主は物品を受け取るべきことを義務づけら
れているとされる。物品を自由に処分・売却することにより、買主は所有者と
して行為した。したがって、買主は 53・60 条のもとで、その義務を果たさね
ばならない。すなわち、引き渡された物品を受け取り、その残額を支払わねば
ならない。
② 2005 年 9 月 26 日　スペイン（Audiencia Provincial de Palencia）13）
【事実】スペインの買主とアメリカの売主とが印刷機の売買契約をした。一度
引き渡されたが、印刷機は機能しなかった。買主は物品の契約適合性の欠如を
主張して売主を契約違反で訴え、第三者から購入した別の印刷機代を含めた損
害賠償を請求した。これに対して、売主は、こちらには契約違反はない。機械
12）　Bulgarska turgosko-promishlena palata （Bulgarian Chamber of Commerce and In-
dustry） （Arbitral Award）,12.02.1998.
13）　Audiencia Provincial de Palencia （Spain）, 26.09.2005, Sentencia 00227/2005.
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の不具合を招いたのは、機械自体に原因はなく、買主の行為（不適切な設置場
所、不十分な電源および飲料水）が原因であると反論した。第 1 審、買主一部
勝訴。
【判決】買主が代替の印刷機を購入して生じた費用は、損害賠償に含まれると
される。売主は、25・30・35 条に定められた義務に違反したとされたが、た
とえ購入者が機械を据え付けた状況が不適切であっても、専門家の証拠に基づ
くと、機械は売主に知られていた買主の目的に適合しないものであるというこ
とが示される。買主に購入した物品の引渡しを可能とする合理的な努力を求め
る 60 条の規定に照らすと、買主の行為は契約違反とはならない。したがって、
売主は 45・74・81 条により、買主に対して印刷機の代金の支払いおよび損害
賠償をしなければならない。
③ 2000 年 2 月 10 日　仲裁裁定 14）
【事実】パキスタンの売主がロシアの買主とある物品を引き渡す契約をした。
第 1 回目に送られた大量の物品は不適合品であったけれども、買主は履行を停
止する契約上の権利を行使せず、代わりに、引き続き送付される物品に応じて
信用状の額が自動的に増えるということを売主に知らせることにより、第 2 回
目送付の物品を受け取る意思を確認した。それにもかかわらず買主は、売主が
既に船積みの準備をした第 2 回目送付予定の物品の受取りおよびその代金の支
払いを拒絶した。売主は物品を送付する代わりにそれを倉庫に保管した。売主
は、第 2 回目送付予定の物品の代金の支払と第 2 回目送付予定の物品を倉庫
に保管することによって生じた費用および第 2 回目送付予定の物品の製造のた
めに購入した原料の費用の回復を求めた。買主は、物品が船積みの準備ができ
たということは知らず、合意した物品のサンプルを受け取っていないので信用
状の増額はないと反論した。
14）　Tribunal of International Commercial Arbitration at the Russian Federation （Arbi-
tral Award）, 10.02.2000,340/1999.
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【裁定】買主は物品が第 2 回目送付の準備がなされたことを知っており、物品
のサンプルも受け取っていた。また買主の代理人は製造者の工場で船積前検査
を実施することができたであろうとされた。受け取った物品の 10％以上が不
適合品であったにもかかわらず、買主はその後の引渡しを拒否する契約上の権
利を行使しなかった。したがって、買主は 54・60 条により、物品を受け取り、
その代金を支払わねばならない。
④ 1993 年 5 月 14 日　ドイツ（Landgericht Aachen）15）
【事実】ドイツの売主は、イタリアの買主に 10 個の補聴器に関する請求書を
送ったが、買主は以前これを購入する意思を表明していた。買主はファックス
で物品を受け取ることができると述べたが、履行の通知を受け取った後で、買
主はもはや物品を受け取る意思がないことを売主に通知し、受け取らなかった。
その結果、両当事者は和解交渉をしたが、その内容は、買主が物品を受け取り、
定められた期間内に購入代金の一部を支払えば、売主は契約上の訴えを放棄す
ることに合意するというものである。買主は、これに応じなかったので、売主
は当初の合意に基づいて訴訟を提起し損害賠償を請求した。
【判決】31 条（ｂ）（ｃ）によると、売主は売主の営業所で引渡しをしなけれ
ばならない。買主は、売主の営業所（ドイツ）で受け取らねばならない。買主
は物品を受け取る義務に違反しており、履行のための付加期間を定めた売主は、
61（1）（ｂ）・63 条により損害の回復をすることができる。
2　債権者の不履行（CISG:80）
⑤ 2003 年　仲裁裁定 16）
【事実】イタリアの服飾品の製造者とアメリカの販売店との間で独占販売契約
15）　Landgericht Aachen （Germany）, 14.05.1993, 43 O 136/92.
16）　ICC International Court of Arbitration （Arbitral Award）, 00.00.2003,11849.
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が締結された。契約によると引渡しは 1 回またはそれ以上に分割してなされ、
支払いは注文を受けてから 15 日以内に信用状を開設してなされることとされ
ていた。売主が以前の価格リストの 10～15％の価格の引き上げを求め、それ
に対して買主が信用状の開設を拒絶して争いが生じた。8 月 2 日の手紙では、
売主は受領後 20 日以内に信用状を開設することを求め、そうしない場合には
合意を解除すると述べた。そして両当事者間で交渉がなされ、最終的には 9 月
12 日に売主が信用状を開設した。それにもかかわらず、9 月 19 日に製造者は
合意を解除した。そこで販売店は、国際仲裁裁判所の仲裁手続きを求めた。
【裁定】販売店が、売主が定めた期間内に信用状の開設をしなかったのは債務
の不履行である。売主は 64 条（1）（ｂ）に従って合意を解消することができ
る。販売店が、10～15％の価格の引き上げに対する不同意の対応として、代
金の支払いを全面的に拒否するのは過度の不当な対応である。そして信用状の
開設をしなかったことが、売主によって惹起された障害によるものだとの証明
もできていない。
⑥ 2007 年 5 月 11 日　ポーランド（Supreme Court of Poland）17）
【事実】ドイツの買主とポーランドの売主が、4400㎡の特殊な皮の売買契約を
締結した。これはドイツの靴製造者へ供給されることになっていた。物品が不
適合であるとの靴製造者からの通知を受け、買主は売主にそのことを伝え、品
質管理保証を求め代替品を要求した。ドイツの製造者は、買主に靴を返還した。
売主が代替品の引渡しを拒否したため、買主は契約を解除した。
【判決】代金の支払いは相互の契約上の履行の欠如に起因するものではなく、
売主が契約に適合した物品を提供しなかったことによるものだから、80 条の
違反はない。したがって、80 条に要求される債務者の行為と債権者の履行と
の間に必要な連結を欠いている。
17）　Supreme Court of Poland （Poland）, 11.05.2007,V CSK 456/06.
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⑦ 1995 年 10 月 5 日　仲裁裁定 18）
【事実】ベラルーシの売主とブルガリアの買主が、冷蔵庫および大型冷凍庫の
売買契約を締結した。買主が引き渡された物品の一部の代金を支払わなかった
ので、売主が残代金の支払いを求めて訴えた。買主が支払わなかったのは、売
主が不適切にも一方的に履行を停止し、かつ潜在的な欠陥のある物品を引き渡
したからだと反論した。
【裁定】80 条では、当事者は相手方の不履行が自己の作為または不作為によっ
て生じた場合には、相手方の不履行に依拠することができないとされる。本ケ
ースでは、買主が既に引き渡された物品のかなりの数量に対する支払いを怠っ
ており、その後の売主の残存する商品の引渡しの拒絶を、不履行の免責事由と
して依拠することはできない。
⑧ 1996 年 2 月 6 日　オーストリア（Oberster Gerichtshof）19）
【事実】ドイツの売主とオーストリアの買主との間でプロパンガスの売買契約
が締結され、買主は物品をベルギーに輸出するつもりであり、売主が船積港を
指定することになっていた。売主がこの指示をしなかったので、買主は信用状
の開設ができなかった。売主は自己への供給者がガスをベネルクス諸国へ輸出
することに同意していないので、ガスの引渡しを拒絶したと告げた。買主は転
売の損害を含めた損害の回復を求めて訴訟を提起した。
【判決】買主が信用状を出さないという不履行は、売主が港の指定をしなかっ
たという事実によるものであり、売主は買主の不履行に依拠することはできな
い。
⑨ 1995 年 6 月 23 日　ドイツ（Amtsgericht München）20）
18）　Belarucian Chamber of Commerce and Industry International Court of Arbitration 
（Arbitral Award）, 05.10.1995, 24/13-95.
19）　Oberster Gerichtshof （Austria）, 06.02.1996, 10 Ob 518/95.
20）　Amtsgericht München （Germany）, 23.06.1995.
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【事実】イタリアの売主とドイツの買主との間で、買主の顧客の薬品製造のた
めの一定の品質を備えた化学物質の売買契約がなされた。引き渡された物質は、
製品を作るには純度不足であるとの顧客からの苦情により、両当事者は、売主
がイタリアで欠陥品を追完することで合意した。売主の指示のもとドイツの運
送業者によって返品されることになったが、それはイタリアへ送られなかった。
そこで買主は、自己の費用で目的物を追完し、その費用を控除した分の代金を
売主に支払った。そこで売主は、イタリアに予定通り到着していれば、イタリ
アでもっと安い費用で物品を追完できたと主張して、全額の支払いを求めて買
主を訴えた。
【判決】買主は、イタリアへの物品の再発送に関する売主の指示を遵守してお
り、また運送人の債務の履行に対する責任はないので、自己の作為または不作
為によって生じた損害賠償を請求する権利を失っていない（80 条）。売主は不
履行に対する追完の権利を行使していたのであるから、運送人の債務の不履行
に対する責任がある。買主は欠陥品のための処理費用の回復をすることができ
る。
⑩ 2002 年 2 月 20 日　ドイツ（Landgericht München）21）
【事実】イタリアの売主とドイツの買主が靴の売買契約をした。物品の数量と
契約適合性に関して両当事者間に争いが生じた。買主が合意された代金を支払
わないので、売主は注文された数量の靴の一部しか引渡しをせず、残金の支払
いを求めて買主を訴えた。買主は、売主が契約に適合しない物品を引き渡した
として損害賠償を求める反論をした。
【判決】売主は不適合品の給付をしたが、買主はその通知を合理的期間内に出
していないため不適合の主張はできない。また売主の残存物品の引渡停止を招
いたのは、買主の代金の支払いの拒絶であり、買主は損害賠償請求権を喪失す
る（80 条）。
21）　Landgericht München （Germany）, 20.02.2002, 10 O 5423/01.
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⑪ 2012 年 9 月 26 日　ドイツ（Bundesgerichtshof）22）
【事実】ドイツの売主とオランダの買主との間で粘土（高陵石）の長期供給契
約が締結された。買主はこの目的物を用いて作った制作物をジャガイモの等級
分け（高濃度のでんぷんを含んだものは食糧生産に、低濃度のでんぷんを含ん
だものは飼料用）に使用した。しかし、この目的物には高度のダイオキシンが
含まれており、ジャガイモが汚染された。そこで買主は損害賠償を請求した。
【判決】売主は粘土（高陵石）が汚染されていることを買主に通知しなかった
責任がある。また買主には、高陵石のダイオキシン汚染がすでに周知の事実で
あったのに、汚染を確認しないで、商品を市場に出した責任がある。両当事者
には、損害軽減義務を規定する 77 条と 80 条（債権者の不履行）に依拠して
損害の発生に半分ずつの寄与度があるとして、半額分の損害賠償請求を認めた。
⑫ 2011 年 11 月 22 日　オーストリア（Oberster Gerichtshof）23）
【事実】オーストリアの買主が、アイスクリームの完全なモニタリングをする
ためのビデオ装置をドイツの売主に注文した。カメラが売主によって設置され、
買主がその代金を支払った後で、そのシステムでは完全なモニタリングができ
ないことが判明した。何度かやり直しをした後、売主はその装置の修理を希望
したが、買主は売主がパーラーに入ることを許さず、売主への信頼を失ったと
して契約解除の意思表示をした。修理は可能なものであったが、かなりの費用
を要するものであった。買主は損害賠償を請求した。第 1 審および控訴審では
損害賠償の請求は棄却された。
【判決】買主は売主による追完を理由なく拒絶しており、契約解除の意思表示
をする権利を喪失している（80 条）。
22）　Bundesgerichtshof （Germany）, 26.09.2012, Ⅷ ZR 100/11.
23）　Oberster Gerichtshof （Austria）, 22.11.2011, 4 Ob 159/11b.
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⑬ 1992 年 7 月 9 日　ドイツ（Landgericht Düsseldorf）24）
【事実】ドイツの売主とスイスの買主との間で、第三者によって製造される工
業機械の売買契約が締結されたが、その第三者は、売主と独占販売の合意をし
ていた。買主は引渡しの前に第 1 回目の代金の支払いをした。その後、製造者
は売主との合意を解除した。そして買主と製造者は、売主の面前で、機械を買
主の営業所に直接引き渡すことにした。買主は製造者に直接残代金を支払い、
その後、売主との契約を解除した。そこで、売主が支払いを求めて買主を提訴
した。
【判決】買主は、売主との契約にまだ拘束されている間に、製造者から引き渡
しを受けている。この行為は、売主に自己の買主に対する債務を果たしたもの
だとみなせるものである。したがって、売主による不履行は、買主自身の行為
によって引き起こされたものである（80 条）。
⑭ 1995 年 2 月 8 日　ドイツ（Oberlandesgericht München）25）
【事実】ドイツの売主とイタリアの買主との間で 11 台の自動車の売買契約が
なされ、10 月末までに引き渡されることとされた。その後、売主から自動車
の一部の早めの引渡しの提案に対して、買主はすべての自動車の 8 月 15 日ま
での引渡しを求めた。これに対して、売主は 8 月 15 日から数日後の時点で、
5 台はすぐに引き渡すことができ、6 台は 10 月初めに利用できると述べた。
10 月末に買主は通貨の変動を理由に、売主に受取りができないと通知した。
売主は買主の契約違反の結果として逸失利益の損害賠償を請求した。買主は、
売主がギャランティを行使することによって得た金額の回復と、売主の遅滞に
よる契約違反を主張して損害賠償を請求した。
【判決】当初の契約は、その後に出された手紙によっては修正されていない。
というのは、申込みに対する承諾がなされていないからである。したがって当
24）　Landgericht Düsseldorf （Germany）, 09.07.1992, 31 O 223/91.
25）　Oberlandesgericht München （Germany）, 08.02.1995, 7 U 1720/94.
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初の契約が有効である。売主が物品の引渡しをしなかったことは、買主が受取
りをしなかったことが原因である。したがって、買主は 80 条 1 項により損害
賠償を請求する権利を喪失する。
⑮ 1997 年 1 月 31 日　ドイツ（Oberlandesgericht Koblenz）26）
【事実】オランダの売主とドイツの買主とが、アクリル製毛布の売買契約をし
た。引渡しの 4 日後に買主は数量不足と物品の不適合を述べ、ドイツでの買主
の独占販売権を認めた合意に売主が違反したとして、購入代金を支払わなかっ
た。売主は代金全額の支払いを求めて訴訟を提起し、買主は不適合を理由とす
る損害との相殺を主張し反対訴訟を提起した。
【判決】買主は不適合の性質を十分に明確には述べておらず、また不履行に対
する代替品の引渡しによる売主の追完の申し出を不当にも受け入れておらず、
売主の重大な違反とはならないため、買主は契約を解除することはできない。
また、80 条により、買主は売主の不適合の追完を妨げたので損害賠償請求権
を喪失する。
3　危険の移転
　危険が移転した後に生じた物品の滅失・損傷は、原則として買主が負うこと
になる。また、その滅失・損傷が売主の作為または不作為により生じた場合の
例外が認められており、危険負担は両当事者に責任がないということを前提と
している 27）。
（1）危険移転の効果（CISG：66）
⑯ 1996 年 12 月 10 日　仲裁裁定 28）
26）　Obelandesgericht Koblenz （Germany）, 31.01.1997, 2 U 31/96.
27）　Schlechtriem & Schroeter （6 Aufl.）, Internationales UN-Kaufrecht, 2016, S.244.
28）　Hungarian Chamber of Commerce and Industry Court of Arbitration （Arbitral 
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【事実】ユーゴスラビアの売主がハンガリーの買主にキャビアを売却し引き渡
した。その契約によると、買主が売主の住所で卵を回収し、ハンガリーにある
自己の施設に物品を運ぶということになっていた。代金の支払期限は、物品の
引渡後 2 週間であったが、その時、ユーゴスラビアに対する通商禁止令がハン
ガリーで発効した。買主は国連の通商禁止令は不可抗力であるとして支払いが
できなかったと主張した。
【裁定】不可抗力によって生じた損害は、危険が移転した当事者が負担しなけ
ればならない。つまり買主が負担しなければならない。買主が、損害が売主の
作為または不作為によるものであるということを証明できなければ、引き渡さ
れた物品の代金を支払わねばならない。
⑰ 1995 年 10 月 31 日　アルゼンチン（Cάmara Nacional de Apelaciones en lo 
Comercial Sala C）29）
【事実】ドイツの売主がアルゼンチンの買主と乾燥キノコの売買契約をして船
荷で買主に引き渡すこととした。物品は香港からブエノスアイレスまで船で運
ばれたが、その間に劣化した。買主は売主に対して損害賠償請求をし、運送の
間に劣化が生じた物品の不適合を主張した。
【判決】危険は売主が買主に物品を送付するために最初の運送人に交付した時
に買主に移転する（67 条）。66 条によると、買主は代金支払義務を免れない。
というのは、物品の劣化は危険の移転後に生じており、買主は劣化が売主側の
作為または不作為によるものだということを証明していないからである。
⑱ 1995 年　仲裁裁定 30）
Award）, 10.12.1996, Vb/96074.
29）　Cάmara Nacional de Apelaciones en lo Comercial, Sala C （Argentina）, 31.10.1995, 
47448. 
30）　CIETAC China International Economic and Trade Arbitration Commission （Arbitral 
Award）, 00.00.1995.
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【事実】カルフォルニアの買主と中国の売主とが、10,000㎏のジャスミン・ア
ルデヒドの売買契約をした。契約後、買主は売主にファックスで物品は高温で
劣化しやすいので、売主に対してそのことを運送人に伝え、運送中物品を比較
的涼しい場所に保管することを確認するように頼んだ。さらに買主は物品をで
きるだけ直通便で運送するように求めた。これに対して売主は異論を出さなか
ったが、港での温度は適切であり、物品を危険にはさらさないと応えた。香港
を通過し、物品がニューヨークで降ろされたとき、高温にさらされたことによ
りその大部分が溶け（航海中の過度の熱により）漏れ出していた。数日後、物
品は最終ユーザーに送られたが、受取りを拒否された。その間買主は売主に損
害について情報を提供し、同日物品を検査させた。そして両当事者は和解契約
をし、それによると、売主は US ＄60.000 を損害として支払うが、そのうち
US ＄20.000 は定められた日に現金で支払うこととされ、残りは両当事者間の
さらなる処理で賠償されることとされた。しかし、売主は US ＄20.000 を支払
わず、さらなる処理もできなかった。そこで、買主は US ＄60.000 と利息の支
払いおよび損害賠償の支払いを求めて仲裁委員会に訴えた。
【裁定】66 条によると、物品の損害に対して売主に責任がある。売主は運送人
に対して適切な指示をしておらず、直通の船舶ではなく香港経由で物品を送っ
ているので、特約で定められた義務に従っていない。したがって、損害は 66
条の売主による作為または不作為によって生じたものである。
⑲ 2006 年 12 月 14 日　ドイツ（Oberlandesgericht Koblenz）31）
【事実】イタリアの売主とドイツの買主が、一定数量の瓶を「工場渡し」で引
き渡し、買主によって雇用された運送人によって受け取る契約を締結した。引
渡後買主は、不適切な包装のため瓶は壊れるか無菌性を喪失しており、そのた
め使用不能であると主張して、代金を支払うことを拒絶した。
【判決】売主は、35 条（2）（ｄ）に従うと、瓶を不適切に包装したことにより
31）　Oberlandesgericht Koblenz （Germany）, 14.12.2006, 2 U 923/06.
都法 58 巻 2 号（2018 年 1 月） 69
契約違反をした。物品が買主の運送人に交付された時に危険は買主に移転する
が、危険が契約のもと買主に移転する時に既に存在していた物品の不適合のた
め、売主は損害に対する責任がある（36 条）。その結果、損害は売主の作為ま
たは不作為に由来しており、売主は物品の全代金の回復をすることはできない。
（2）運送を伴う売買契約における危険の移転（CISG：67）
⑳ 2000 年 4 月 13 日　ドイツ（Amtsgericht Duisburg）32）
【事実】イタリアの売主とイタリアの国籍を持つがドイツに営業所のある売主
が、ピザ用の段ボール箱に関して長期継続的契約関係のもと売買契約を締結し
た。買主は代金の前払いをし、売主は段ボール箱を運送会社に交付したが、引
渡しの際に物品の大部分が損傷し、その目的に使用することができなかった。
その後の損傷のない物品の引渡後、買主はその後の物品の代金の支払いを拒絶
し、前の契約に基づく反対訴訟を提起して相殺を主張した。売主は代金の支払
いを求めて買主を訴えた。
【判決】36 条に従うと、売主は危険移転後に生じた物品の不適合に対する責任
はない。67 条によると、危険は運送人に物品が交付された時に買主に移転する。
㉑ 2002 年 8 月 22 日　ドイツ（Oberlandesgericht Schleswig）33）
【事実】ドイツの売主とオランダの買主は、デンマークの食肉処理場に引き渡
すために 400 頭の羊の売買契約をした。引渡後、買主は家畜の不適合（やせ
すぎで直ちには屠殺に供することができない）を主張して代金を支払うことを
拒絶した。
【判決】買主は合理的期間内に物品の不適合の通知をしていないので、不適合
に依拠する権利を喪失している（39 条（1））。売主が羊を最初の運送人に交付
した時に危険は既に買主に移転しているので、売主は責任を負わない。
32）　Amtsgericht Duisburg （Germany）, 13.04.2000, 49 C 502/00.
33）　Oberlandesgericht Schleswig （Germany）, 22.08.2002, 11 U 40/01.
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㉒ 1992 年 11 月 20 日　ドイツ（Oberlandesgericht Karlsruhe）34）
【事実】売主の引渡しの条件は、「家まで無料」「関税支払済」「無税」であった。
売主は物品を引き渡すための運送人を指定した。しかし、買主は代金を支払わ
ず、物品を受け取ったことを否定した。売主は代金の支払いを請求した。物品
の引渡証明として、売主には物品受領印を押した引渡帳があったが、そこには
買主のサインはなかった。
【判決】「家まで無料」という用語は、引渡費用だけではなく、危険の移転をも
カバーするものであり、その結果、物品が営業所に引き渡されて初めて危険は
移転する。したがって、両当事者は、危険の移転に関し 31（1）（ａ）・67 条
（1）の規定から、特約を設けている。売主は物品の引渡しの証明もしておらず、
売主の訴えは棄却される。
㉓ 2005 年 3 月 2 日　ドイツ（Bundesgerichtshof）35）
【事実】ベルギーの売主がドイツの買主と豚肉の売買契約を締結した。合意で
は、肉は直接買主の顧客のもとに運送され、そこから最終目的地であるボスニ
ア・ヘルツェゴビナへ再発送されることになっていた。肉は 3 回に分けて引き
渡されたが、各引渡しには消費に適したものであるとの証明書が付されていた。
買主が契約代金の一部を支払った。その後、ドイツとベルギーの双方で、ベル
ギーで生産された肉にダイオキシンが含まれているのではないかとの疑いが生
じた。この問題に関しては、まずドイツ、次にＥＵ、そしてベルギーで法的規
制がなされ、特に豚肉に関してダイオキシンのないことの証明書が求められた。
売却された肉はボスニアの税関で没収された。売主が必要とされる証明書を引
き渡すことができなかったので、買主は未払額の支払いを拒絶した。売主は、
残代金の支払いを求めて、買主に対して訴訟を提起した。第 1 審、第 2 審、請
34）　Oberlandesgericht Karlsruhe （Germany）, 20.11.1992, 15 U 29/92.
35）　Bundesgerichtshof （Germany）, 02.03.2005, Ⅷ ZR 67/04.
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求棄却。
【判決】3 回のうち 2 回の肉の引渡しは、35 条（2）（ａ）によると不適合であ
った。というのは、ダイオキシン汚染の疑いにより、仲介取引では一般的であ
る肉の再販売ができなくなったからである。この点に関し、物品に実際にダイ
オキシンが含まれているかどうか確認する必要はない。そのような単なる疑い
だけで、公的機関は直ちに販売禁止措置をとることができ、したがって物品は
不適合だといえる。これは、たとえＥＵの規制が買主へ引渡後に制定されたと
しても適用される。というのは不適合は、未だ発見されていなくても、既に危
険が買主に移転した時に存在していたからである（36（1）・67 条）。
㉔ 1997 年 10 月 31 日　スペイン（Audiencia Provincial de Cordoba）36）
【事実】 両当事者が自動車の売買契約を締結した。買主は鉄が酸化しているこ
とに気づき、物品の損傷は船積みされる前に生じていたため、売主に責任があ
ると主張して訴訟を提起した。第 1 審、請求棄却。
【判決】31・67 条によると、危険は物品が船積みのため最初の運送人に交付さ
れた時に買主に移転するため、売主には責任はない。さらに運送人は物品が完
全な状態であるということを証明する書類にサインをしていて、買主はそれに
反する証拠、特に劣化が船積みの前に生じたということの証明をしていない。
　このように運送を伴う売買契約においては、買主は物品の損傷が運送中に生
じた事象によるものではないということを証明しなければならない 37）。なお、
当然のことながら、売主自身のスタッフは「運送人」ではない 38）。また、種類
36）　Audiencia Provincial de Cordoba （Spain）, 31.10.1997.
37）　M. Bridge, Risk of Loss （chapter 2） in : DiMatteo/Jansen/Magnus/Schuze :Interna-
tional Sales Law, Contract,Principles & Practice, 2016, at 646.
38）　I. Schwenzer, Commentary on the Convention on the International Sale of Goods 
（CISG）（4th ed.）, 2016, at 971.
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物は特定しないと危険は移転しない 39）。「特定」は 67 条（2）にしか規定はない
が、危険移転には本質的なことである 40）。
（3）その他の場合における危険の移転（CISG:69）
　69 条（1）においては、引渡時危険移転と受領遅滞による危険移転の原則が
規定されている。
㉕ 2002 年 2 月 18 日　ベルギー（Rechtbank van Koophandel, Ieper）41）
【事実】フランスの売主がベルギーの買主から豚肉を購入した。売主は代金の
支払いを求めて買主を訴えた。買主は、売主はベルギーでのダイオキシン危機
の間、肉がダイオキシンに汚染されていなかったということを証明できていな
いとして、物品が契約不適合だと反論した。
【判決】69 条によると、危険は物品が交付された時に売主から買主に移転する。
その時以後は、売主は自己の与えた特別の保証に違反し適合性を欠く場合に対
してのみ責任を負う（36 条（2））。本ケースでは、買主は、肉を受け取った後、
検査させてダイオキシンがないということが判明している。その後フランス政
府がベルギーからの肉製品の輸入に関しルールを制定しようと、それを売主の
責任とすることはできない。
㉖ 1997 年 7 月 17 日　オランダ（Arrondissementsrechtbank Arnhem）42）
【事実】オランダの売主がドイツの買主にオークションで、画家 Henry van der 
Velde の作品とされる絵画を売却した。第 2 番目のドイツの競売人によって購
入された後、絵画は国際的に有名な競売店に提供された。しかし、専門家によ
る鑑定後、競売店は絵画が当該画家の作とすることはできないと主張した。そ
39）　supra note 27, Schlechtriem & Schroeter, S. 246.
40）　supra note 38, Schwenzer, p 986.
41）　Rechtbank van Koophandel, Ieper （Belgium）, 18.02.2002, A. R. 318/00.
42）　Arrondissementsrechtbank Arnhem （Netherlands）, 17.07.1997.
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の結果、買主は自分の買主である第 2 番目のドイツの競売人により訴えられた。
そこで買主は、売主に対して契約の解除および既になされた支払いの返還を求
めて提訴した。売主は、第 2 番目のドイツの競売人による買主に対する請求は
時効にかかっているとの抗弁を提起した。
【判決】第 2 番目のドイツの競売人の買主に対する請求は時効にかかっている。
したがって、売主は不適合を理由として訴えられることはない。また、たとえ
時効が成立していなかったとしても、本ケースでは、引渡しの時点で、絵画が 
Henry van der Verde の作だというどんな表示も存在しない。したがって、売
主は適合した引渡しをしたといえる。
㉗ 1998 年 6 月 23 日　ドイツ（Oberlandesgericht Hamm）43）
【事実】オーストリアの売主とドイツの買主が家具の売買契約を締結した。買
主は、家具が合意されたようには引き渡されなかったという理由で支払いを拒
絶した。売主は支払いを求めて訴訟を提起した。
【判決】本ケースでは、売主は物品を引き渡しておらず、将来それが可能とは
ならないということが明らかである。というのは、家具はハンガリーの倉庫で
喪失してしまっているからである。69 条（2）によると、本件のように買主が
売主の営業所以外の場所で物品を受け取る義務がある場合、すなわち、買主が
ハンガリーで受け取らねばならない場合、危険は、引渡しの期限が到来し、物
品がその場所において買主の処分に委ねられたことを買主が知った時に移転す
る。特に売主は、31 条（ｂ）のもとで未だ物品を買主の処分に委ねてはいない。
というのは、売主は契約で求められているすべての準備行為は果たしておらず、
特に家具を鉄道または道路運送に供する義務を果たしていない。
（4）売主による重大な契約違反と危険移転の関係（CISG:70）
㉘ 1996 年 4 月 29 日　メキシコ（COMPROMEX, Comisión para la Protección 
43）　Oberlandesgericht Hamm （Germany）, 23.06.1998, 19 U 127/97.
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del Comercio Exterior de Mexico）44）
【事実】メキシコの買主とアメリカの売主とが、果物缶詰の売買契約をした。
物品はチリの会社で製造され、船でメキシコの買主に引き渡された。物品の引
渡後、買主は缶詰と包装が合意されたようにはなされておらず、その結果、低
品質と低抵抗力、そして船積後の劣化を招いたとして訴訟を提起した。
【判決】たとえ買主が船積港で物品が船積みされた後あらゆる危険を負担する
としても、本ケースでは、売主は責任を免れない。たとえ不適合が後に現れよ
うとも、売主は危険移転時に存在するいかなる不適合に対しても責任がある。
そして本ケースのように、売主の債務の違反によって生じたいかなる不適合に
対しても売主は責任を負う。
四、日本法における危険負担・受領遅滞 45）
　現行法においても改正法においても、債権総則の一般的規定として、債権・
債務の本質的内容を示すような規定はない。また、日本の法制は、債権者の権
利の側面に過度に傾斜したものとなっている。債権者および債務者は、特に契
約債務においては、それぞれが債権を有し、債務を有する関係にあり、両当事
者とも自己の債務の実現を図らねばならない。また両当事者は、それぞれ主た
る債務以外に多様な付随義務・保護義務をも果たしながら、契約目的の実現に
向けて誠実に必要とされる行為を果たしていくことが求められる 46）。
　「協力義務」は、信義誠実の原則から導くことができるものであるが、債権
44）　COMPROMEX, Comisión para la Protección del Comercio Exterior de Mexico（Mex-
ico）, 29.04.1996, M/21/95.
45）　これに関する近時の邦語文献として、特に以下のものを参照。山田創一「危険負
担に関する債権法改正」法学新報 122 巻 9・10 号（2016 年）563 頁、同「危険負担
に関する債権法改正の考察」日本不動産学会誌 30 巻 1 号（2016 年）48 頁、野中貴
弘「契約不適合物の危険移転法理」日本法学 82 巻 4 号（2017 年）67 頁、同「契約
適合性への買主の信頼」日本法学 83 巻 1 号（2017 年）55 頁。
46）　石崎・前掲注 4『新民法典成立への扉』263 頁。
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者・債務者間における一般的義務である。この義務を果たさなければ、両当事
者の契約内容実現は達成できない。この一般的協力義務から、一定の契約類型
では受領義務を導くことができる。したがって、債権総則においても契約総則
においても、債権者・債務者間の「協力」を要請するような規定を全く欠いて
いる現行法・改正法においても、これを信義誠実の原則（民 1 条 2 項）から
導くことによって、解釈の基礎に据える必要がある。
　改正法では、新たに、債務者の提供時以後の注意義務の軽減（第 413 条 1
項）と増加費用の債権者負担（第 413 条 2 項）の規定に加え、債務者提供時
以後の双方の帰責事由のない履行不能が債権者の責めに帰すべき事由によるも
のとみなされる規定（第 413 条の 2 第 2 項）が定められる。この結果、債権
者が、債権者の責めに帰すべき事由により債務の履行不能を招いたということ
になり、法的救済としての履行請求権が排除され（第 412 条の 2 第 1 項）、損
害賠償請求権も認められず（第 415 条 1 項ただし書）、契約の解除もできない
（第 543 条）。さらに、第 536 条で「債権者の責めに帰すべき事由によって債
務を履行することができなくなったときは、債権者は、反対給付の履行を拒む
ことができない。」とされていることから、結局、債権者が危険を負う結果と
なる。したがって、第 413 条の 2 第 2 項は、受領遅滞危険移転を示すものと
なっている。
　これが、売買の規定に至るとさらに明確になる。第 567 条 1 項で、特定物
の引渡しの場合に、引渡以後に目的物が当事者双方の責めに帰することができ
ない事由によって滅失・損傷したときに、履行の追完請求、代金減額請求、損
害賠償請求、契約解除の権利行使ができないこととともに、代金の支払いを拒
むことができないとされ、ここに引渡時危険移転の原則が採用されている。
　第 2 項では、債権総則（第 413 条の 2 第 2 項）・契約総則（第 536 条 2 項）
の規定から導くことができた受領遅滞危険移転の原則が、「履行の提供があっ
た時以後に当事者双方の責めに帰することができない事由によってその目的物
が滅失し、又は損傷したときも、前項と同様とする。」とされ、ここに明定さ
れている。
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　つまり、統一法秩序において採用されている危険移転の 2 大原則、引渡時危
険負担と、受領遅滞危険負担の原則が売買規定において明確に採用された。
